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　国民生活事業は、地域の身近な金融機関として、小企業や創業企業の皆さまへの事業資金融資のほか、お子さまの入
学資金などを必要とする皆さまへの教育資金融資などを行っています。

数多くの小企業への小口融資
　● 融資先数は108万企業にのぼります。
　● 1企業あたりの平均融資残高は602万円と小口融資が主体です。
　● 融資先の約9割が従業者9人以下であり、約4割が個人企業です。

セーフティネット機能を発揮
　●  経営環境の悪化に伴い資金繰りに影響を受けた小企業の皆さまを支援する「セーフティネット貸付」の融資実績（件
数）は前年度比1.7倍となりました。

創業企業を支援
　● 創業企業（創業前および創業後1年以内）への融資は年間1万8千企業となりました。
　● これにより年間7万人の雇用が創出されたと考えられます。

地域活性化を支援
　● 地域資源の活用や農商工連携を支援しています。
　● 中心市街地活性化・商店街活性化を支援しています。

商工会議所・商工会、生活衛生同業組合などと連携
　●  商工会議所・商工会、生活衛生同業組合などと密接に連携し、小企業の皆さまの経営改善や生活衛生関係営業の皆さ
まの衛生水準の維持・向上を支援しています。

教育ローンによる支援
　● 「国の教育ローン」は年間約12万件のご利用をいただいています。
　● 恩給や共済年金などを担保とする融資は住宅などの資金や事業資金に幅広くご利用いただいています。

国民生活事業

業務の概要

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 国民生活事業

0

10,000

20,000

30,000

40,000

0

10

20

30

40

特別貸付
83.2%

教育貸付
5.8%

生活衛生貸付
（生活衛生改善貸付
を除く） 1.9%

生活衛生改善貸付 0.1% 記名国債担保貸付
 0.0%

普通貸付
（一般貸付）
2.1%
その他 7.2%

経営改善貸付
6.2%

セーフティネット貸付
76.0%

恩給・共済年金担保貸付 0.7%
（億円） （万件）

件数
金額

平成17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

34
32

30 30 31

28,075

22,237
19,398 20,126

21,913
金額

3兆3億円

事業資金の融資実績の推移
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業務の特徴
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小企業金融の担い手です。
　事業資金の融資先数は108万企業にのぼります。1企
業あたりの平均融資残高は602万円と小口融資が主体 

です。
　融資先の約9割が従業者9人以下であり、約4割が個
人企業となっています。
　無担保融資の割合は全体の約8割（件数）、無担保・無
保証人融資の割合は全体の約3割(件数)となっています。
　また、第三者の方の保証に頼らない融資は7割（件数）
を超えています。

融資先企業数および1企業あたりの平均融資残高  （平成21年度末）

日本公庫
国民生活事業

信用金庫計
(272金庫)

国内銀行計
(144行)

融資先企業数 108万企業 121万企業 224万企業
1企業あたりの
平均融資残高 602万円 3,477万円 7,959万円

（注） 1. 日本公庫国民生活事業の数値は、普通貸付および生活衛生貸付の融資先企業の合
計です。

 2.国内銀行とは、都市銀行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行などです。
 3. 信用金庫および国内銀行の数値には、個人向け（住宅、消費、納税資金など）、地方

公共団体向け、海外円借款、国内店名義現地貸を含みません。
（資料）日本銀行ホームページ

4人以下
64.8%

5人～9人
21.4%

20人以上
4.7%

10人～19人
9.1%

無担保融資
78.3%

不動産等担保融資
無担保・無保証人融資　26.8%

14.2% 21.7%

一部担保融資

(注)普通貸付および生活衛生貸付（直接扱）の合計の内訳です。

(注) 1.普通貸付（直接扱）および生活衛生貸付（直接扱）の合計の内訳です。
 2.一部担保融資とは、不動産等担保が融資額に満たない場合をいいます。

従業者規模別融資構成比（件数）

担保別融資構成比（件数）

（平成21年度）

（平成21年度）

セーフティネット機能を発揮しています。
　「セーフティネット貸付」は、経営環境や金融環境の変
化などにより資金繰りに影響を受けた小企業の皆さまを
対象とした融資制度です。
　平成21年度は「明日の安心と成長のための緊急経済対
策」等の政府の経済対策に基づく制度内容の拡充などに
より、融資実績（件数）は前年度比1.7倍になりました。
　また、災害の発生、大型の企業倒産、口蹄疫の発生な
どの不測の事態が発生した場合、直ちに特別相談窓口を
設置し、影響を受けた小企業の皆さまからの融資や返済
条件の緩和などのご相談に対応しています。

平成19年度 21年度20年度

（件）

92,404
141,067

(168.7%)
238,041

現在設置中の主な特別相談窓口  （平成22年7月末現在）

主な窓口名 設置年月
平成22年7月の広島県における大雨災害に関する特
別相談窓口 平成22年7月

平成22年7月15日の山口県における大雨災害に関
する特別相談窓口 平成22年7月

口蹄疫に関する中小企業支援対策特別相談窓口 平成22年5月
平成21年台風第9号災害に関する特別相談窓口 平成21年8月
新型インフルエンザ関連中小企業金融支援対策特別相談窓口 平成21年5月
「生活対策」中小企業金融緊急特別相談窓口 平成21年1月

「セーフティネット貸付」の融資実績（件数）

(注） 1. 国民生活事業におけるセーフティネット貸付の融資件数の実績です。 
生活衛生セーフティネット貸付の融資件数を含みます。

 2.(　)内は前年度比です。
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第二創業支援の融資実績

2,289件
再チャレンジ支援の融資実績

707件
 (平成21年度) (平成21年度)

  再チャレンジ・第二創業を支援
　創業に再チャレンジする皆さまや、経営多角化・事業転換等により新たな事業活動にチャレンジする、いわゆる「第二創
業」に取り組む皆さまを支援しています。

創業・再チャレンジ・第二創業を支援しています。

  創業支援
　営業実績が乏しいなどの理由から一般の金融機関から融資を受けることが困難な場合が多い創業企業に対して積極的
に融資を行い、支援しています。
　平成21年度の創業後5年以内の企業への融資実績は46,687企業となり、そのうち創業前および創業後1年以内の企
業に対する融資実績は18,478企業になりました。これにより年間7万人の雇用が創出されたと考えられます。
　また、税務申告を2期終えていない方へ無担保・無保証
人で融資する｢新創業融資制度｣の平成21年度の融資実
績は、9,900企業となりました。

創業支援センター、ビジネスサポートプラザを設置し、創業・第二創業の支援機能を強化しています。
　
　全国152支店で創業・第二創業に関するご相談をお受けするとともに、創業支援センターやビジネスサポートプラザを
設置し、さらなる創業・第二創業支援に努めています。

【民間融資の呼び水効果】
　民間金融機関から借入のある企業の割合は、創業時に比べ
て大きく増加しています。これは、当事業の融資で創業した企
業が順調に成長し、当事業の融資が「呼び水」となって、民間金
融機関に新たな融資の機会が生まれたものと考えられます。
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【雇用創出効果】
 18,478企業 × 平均従業者数 3.8人（※） =70,216人
（※） 日本公庫「新規開業実態調査」（2009年度）による創業時点での平均従業者数

創業後5年以内の企業に対する融資実績（企業数）

民間金融機関から借入がある企業の割合

（注） 集計企業数は、創業時か
ら継続して各年末時点の
借入残高の有無等が確
認できた企業（694社）
です。（資料）日本公庫
「新規開業パネル調査」

北海道こくきん創業支援センター
こくきんビジネスサポートプラザ

仙台

さいたま
東京

南関東

多摩
北陸

名古屋
京都

大阪

神戸
広島

高松福岡

熊本

設置地区
（平成22年8月現在）

【こくきん創業支援センター】
●  全国15地区に設置しています。
●  各地域の創業支援機関などとの連携によりお客さまへタイ
ムリーな支援を行っています。

【こくきんビジネスサポートプラザ】
●  東京、名古屋および大阪の3地区に設置しています。
●  創業予定の方や公庫を利用されたことがない方などを対象
に、予約制の相談を実施しています。

●  専門の担当者がビジネスプランの作成段階からご相談にお
こたえしています。

●  平日の営業時間内のご来店が難しい方のため、「土曜・日曜・
夜間相談」を実施しています。

（注） 「日曜相談」は、毎月第1・3日曜日に「こくきんビジネスサポートプラザ東京」
で実施しています。
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  産学連携を支援
　小企業からの技術相談の大学への取次ぎや大学発ベン
チャー企業への融資などを通じて、産学連携をサポートし
ています。

産学連携に関する覚書を締結した大学

41大学
 (平成22年7月末現在)

  「挑戦支援融資制度」による支援
　新規性がある技術・ノウハウなどを活かした中長期的な
事業計画を策定し、地域経済を活性化させる事業に取り組
む皆さまを「挑戦支援融資制度」を通じて、支援しています。

「挑戦支援融資制度」の融資実績

41件
 (平成21年度）

  地域金融機関との連携
　創業支援分野などで地域密着型金融（リレーションシッ
プバンキング）の機能強化に取り組む地域金融機関などと
の連携を強化しています。

業務連携の覚書を締結した金融機関数  （平成22年7月末現在）

　 都市銀行 地方銀行 第二地方銀行 信用金庫 信用組合 合計

金融機関数
（全機関数）

2
（5）

28
（64）

29
（42）

227
（272）

126
（159）

412
（542）

  地域資源の活用や農商工連携を支援
　「地域産業資源活用事業計画」や「農商工等連携事業
計画」の認定を受けた皆さまを対象とした融資制度を通じ
て、地域活性化を支援しています。

「地域産業資源活用事業計画」認定企業への融資実績

56件

「農商工等連携事業計画」認定企業への融資実績

53件
 (平成21年度)

  中心市街地活性化・商店街活性化を支援
　「企業活力強化資金」、「食品貸付」による融資や情報提
供を通じて、中心市街地活性化・商店街活性化に取り組む
皆さまを支援しています。

中心市街地関連地域において事業を営む方への融資実績

9,672件
 (平成21年度)

  企業再建・事業承継を支援
　「企業再建・事業承継支援資金」を通じて、経営の立て
直しを図る皆さまや事業の承継に取り組む皆さまを支援
しています。

企業再建を図る方・事業を承継する方への融資実績

148件
 (平成21年度)

　また、経済情勢の変化、災害等によって資金繰りに影響
を受けたお客さまの実情に配慮して、一時的な元金の返
済猶予や割賦金の減額などの返済条件の緩和のご相談
に柔軟に対応しています。平成21年度は、事業資金で約
95,000件（前年度比1.6倍）の返済条件の緩和を実施し
ました。

地域活性化を支援しています。
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（件） 協調融資　　 連携融資

449

353

588
664

557

1,113
941894

337

（注）協調融資とは、地域金融機関などと協調して融資した実績です。

連携融資実績（件数）

〈大学〉

〈国民生活事業〉

・共同研究を受託したい
・地元の小企業のニーズに
対応して地域貢献を図りたい

〈小企業〉
・技術相談をしたい
・相談先がわからない
・新分野に進出したい

「架け橋」として連携メニューを企画
・円滑な資金供給
・技術相談の仲介

接
点
の
不
足

連携により
技術向上、

経営課題の克服

連携により
企業との接点が増加
共同研究を受託

小企業からの技術相談の大学への取次ぎ
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販路開拓支援などを目的に「ビジネスマッチングゲート」を開設しています。

  販路開拓を支援
　販路開拓支援などを目的に、ホームページ上に「ビジネスマッチングゲート」
（http://match.k.jfc.go.jp/）を開設しています。国民生活事業のお客さまが商品
（製品）やサービスの広告宣伝などを全国規模で行うことができる「場」を提供し
ています。
　平成22年3月末時点で、4,493件のユーザー登録があり、商品（製品）・サービ
スのPR記事が1,111件掲載されています。

商工会議所・商工会、生活衛生同業組合などと連携しています。

  商工会議所･商工会と連携
　全国各地域の商工会議所・商工会と密接に連携し、「経
営改善貸付（マル経融資）」などを通じて、小企業の皆さ
まの経営改善を支援しています。

  生活衛生同業組合、生活衛生営業指導センターなどと連携
　生活衛生同業組合、生活衛生営業指導センターなどと連携し、生活衛生関係営業の皆さまの衛生水準の維持・向上を支
援しています。「生活衛生貸付」は、融資先の大半が従業者4人以下であり、また約8割が個人企業となっています。

飲食店営業・喫茶店営業・食肉販売業・氷雪販売業・理容業・美容業・
興行場営業・旅館業・浴場業・クリーニング業など

生活衛生関係営業の皆さま

推薦
衛生管理

連携 生活衛生同業組合
(575)

生活衛生営業指導センター
(47） 保健所

［約118万事業所（全事業の約21%）］

国民生活事業

生活衛生融資

振興計画 経営指導

生活衛生関係営業の皆さまを支援する仕組み

(注)（　）の数字は団体数です。
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1,000

2,000

3,000

0

30,000

60,000
（億円） （件）件数

金額

平成17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

42,655

56,296

47,546 46,001 45,948

1,8721,963

1,639 1,584
1,856

「経営改善貸付（マル経融資）」の融資実績の推移
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日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 国民生活事業

「国の教育ローン」でお子さまの入学・在学資金を必要とする皆さまを支援しています。
　教育に関する家庭の経済的負担の軽減と教育の機会均等を図るため、「国の教育ローン」（教育貸付）を取り扱っていま
す。「国の教育ローン」は平成21年度において年間約12万件のご利用をいただいております。このうち母子家庭のご利
用件数は約1万5千件となっています。

  教育費負担が大きい学生をお持ちのご家庭を中心にご利用いただいています。
　「国の教育ローン」は、教育費負担が大きい大学生や専門学校生をお持ちのご家庭を中心にご利用いただいています。

  「国の教育ローン」の融資制度の拡充

〈融資限度額の引き上げ・返済期間の延長〉（平成21年8月~）
○融資限度額
　お子さま1人あたり:200万円→300万円
○返済期間
　10年以内（交通遺児家庭または母子家庭の方は11年以内）→15年以内（交通遺児家庭または母子家庭の方は18年以内）

〈利率の引き下げ〉（平成22年4月~）
母子家庭の方の利率を、基準利率から0.4%引き下げ

恩給や共済年金などを担保としてご融資しています。
　恩給や共済年金などを担保とする融資は、「株式会社日本政策金融公庫が行う恩給担保金融に関する法律」に基づき、
日本公庫（沖縄県にあっては沖縄振興開発金融公庫）だけが取り扱う制度です。住宅などの資金や事業資金に幅広くご利
用いただけます。

0

5

10

15

20

21年度20年度19年度18年度平成17年度

（万件）

12.3 12.6

17.2
15.5

13.9

「国の教育ローン」の融資実績（件数）

大学　46.7％
（147万円）

専修学校　24.7％
（144万円）

高校　13.0％
（91万円）

短大　6.3％
（141万円）

高専、その他　9.3％
（130万円）

進学先別利用者構成比
（平成21年度　教育一般貸付（直接扱））

（注）（　）内は1件あたりの平均融資額です。
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　農林水産事業は、農林漁業や食品産業の皆さまへの融資を通じて、国内農林水産業の体質強化や安全で良質な食料の
安定供給に貢献しています。

融資　
　農業、林業、漁業、食品産業における設備投資や経営改善などに必要な事業資金を中心に、「投資の回収に長期間要する」、「天
候の影響で収益が不安定」といった業種の特性を考慮した長期・低利の資金を供給しています。

多様な経営支援サービス
　農林漁業や食品産業を営む皆さまの経営をサポートするために、豊富な情報とノウハウを活用したサービスを提供してい
ます。

  お客さまコールセンター、定期相談窓口の設置
　農林水産事業の担当職員を配置する全国48支店や、お客さまコールセンターのほか、お客さまのより身近なところとして、全
国約110ヵ所に設置した定期相談窓口で、ご相談をお受けしています。

  農・林・水産業経営アドバイザー、外部ネットワークとの連携による経営支援
　農業、林業、水産業の経営に関する専門家である「農業経営アドバイザー」、「林業経営アドバイザー」、「水産業経営アドバイ
ザー」を中心に、業務協力機関とも連携して、経営全般に関するさまざまなご相談にお応えしています。

  ビジネスマッチング支援
　農林水産物の生産から加工・販売までを広くサポートしている特性を生かして、国産農産物の展示商談会「アグリフードEXPO」
やインターネットによるビジネスマッチングサイト「アグリフードEXPOインターネットマッチング」により、農林水産業者と食品加
工・流通業者の皆さまの販路や取引の拡大に向けた取組みを支援しています。

農林漁業分野における民間金融サポートの推進
　業界動向やリスク評価などに関する情報提供および証券化支援業務を通じて、民間金融機関が積極的に農林漁業分野に
参入できるよう環境を整備しています。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 農林水産事業

業務の概要

農林水産事業
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21年度20年度19年度18年度平成17年度

（億円）

漁業 154億円 6.1%

林業 73億円 2.9%

農業 1,912億円 74.8%

食品産業 415億円 16.3%

金額
2,556億円

農業経営基盤強化 50.6%
（スーパーL）

農林漁業セーフティネット 9.3%
農林漁業施設 7.1%
その他  7.8%

その他 1.0%

その他 1.4%

その他 2.6%

林業基盤整備 1.9%

漁業経営改善支援 3.0%
農林漁業セーフティネット 1.7%

食品流通改善 7.3%
特定農産加工 3.5%
中山間地域活性化 2.9%農業　　 林業　　 漁業　　 食品産業

1,418

1,110

1,498
1,784

359
391

334 103116
65

121 131

613

555
390 323

2,506

2,122
2,344 2,344

1,912
73
154

415
2,556

農林水産事業の融資実績の推移 融資実績の内訳

（注） 農業、林業、漁業および食品産業は、資金の種類により区分しています。

（平成21年度）
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農業分野
　「食料・農業・農村基本法及び基本計画」の政策展開に沿った資金提供を通じ、農業者の創意工夫や主体性を発揮した経
営改善や環境保全を重視した取組みを積極的に支援しています。

  農業の担い手をスーパー L資金で支援しています
　農業経営基盤強化促進法の認定を受けた、国内の農業を担う
農業経営者に対し、スーパーL資金で経営改善を支援しています。
　このほか、農林漁業者の経営環境の悪化に対応する、農林漁業
セーフティネット資金の貸付も行っています。
認定農業者に占めるスーパー L資金融資先数

認定農業者 うちスーパー 融資先
個人 232千先 31.4千先
法人 13千先 4.9千先
合計 246千先 36.4千先

（注）平成22年3月末時点（但し認定農業者数は平成21年3月末時点）

   農地の利用集積にスーパー L資金が利用されています
　食料の安定供給や生産性向上、耕作放棄地の発生防止
のためには、担い手への農地の利用集積が必要です。
　スーパー L資金は、農地の取得にも利用でき、平成21

年度、スーパー L資金を利用して担い手が取得した農地
面積は1.2万㌶以上にのぼります。特に、平成19年度以
降は、スーパー L資金の実質無利子化措置により、農地取
得での利用が大幅に増加しました。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 農林水産事業

業務の特徴
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平成16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

31,837 31,519 31,595 32,793

11,267

4,071 3,965 4,700

8,643

平成17年度 18年度 19年度 20年度 21年度

31,519 31,595 32,793

39,226

11,267 11,981

3,965 4,700
8,643

（※）農林水産省
「土地管理情報
収集分析調査」
より（20年度は
未公表）

スーパーL資金による農地取得有償移転農地（※）

（ha） 公庫資金による農地取得（参考）耕作目的の農地移転面積（※）

スーパー L資金融資先数

スーパー L資金による農地取得面積と全国の有償移転面積

（※） 農林水産省「土地管
理情報収集分析調
査」より（21年度は
未公表）

（注） スーパーL資金
創設以降の各
年度末時点に
おける新規貸
付先数の累計

林業分野
　「森林・林業基本法」の政策展開に沿った資金提供を通じ、
多面的機能を有する森林や国産材の供給・加工体制の整備
を積極的に支援しています。

  資金調達が困難な林業融資を担っています
　林業経営は、投下資本の回収に長期間を要し、財務基
盤が脆弱な経営体が多いことなどから、民間金融機関か
らの資金調達が困難な状況にあります。そのため農林水
産事業は林業経営体向けの長期・低利融資を実施してき
ており、平成20年度末時点においては融資残高ベースで
全国の林業融資のおよそ8割を担っています。

  地球温暖化など環境保全にも貢献しています
　森林は林業経営を通じて適切に管理されることにより、
水資源かん養や土砂流出防止、二酸化炭素吸収などの多
面的機能を発揮することが期待されます。平成21年度末
における林業資金融資先が保有する人工林155万㌶※4に
ついて、過去の事例※5から多面的機能を部分的に試算した
ところ、右のように推計されました。

銀行（※1） 11％

農林中金 2％

その他（※2） 3％

日本公庫
農林水産事業
84％

銀行※2 12.2％

農林中金 4.9％
その他※3 3.6％

日本公庫
農林水産事業
79.3％

←天地80％縮小版

林業に対する金融機関別融資残高※1

（平成20年度末）

※1  農林中金「農林
漁業金融統計」
（2009年版）

※4  人工林面積が不明の場合は、融資先の保有山林面積に全国の人工林比率（林野
庁）を乗じて推計

※5  日本学術会議「地球環境・人間生活にかかわる農業及び森林の多面的な機能の
評価に関する評価について」、国土交通省「自動車輸送統計」、環境省「地球温
暖化対策の推進に関する法律施行令で定める排出係数一覧」、日本自動車工業
会「産構審・中環審合同会議資料」

● CO2吸収　635万t/年 ● 土砂流出防止　3.5億m3/年 ● 水資源貯留　115億m3/年

約57個分の貯留効果

自動車 東京ドーム 黒部ダム

2.4兆円

約301万台分の年間排出量 約281個分の流出防止効果

金額換算

※2  都市銀行、地方銀行、
信託銀行、第二地方銀
行

※3  信用金庫およびその他
の金融機関
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漁業分野
　「水産基本法」の政策展開に沿った資金提供を通じ、水産物の安定供給や水産資源の持続的利用を確保するための担
い手支援を積極的に展開しています。

  漁業の担い手を支援しています
　漁業経営改善支援資金は、「漁業経営の改善及び再建
整備に関する特別措置法」に基づく改善計画の認定を受
けた方の経営を総合的に支援する資金制度です。
　平成19年度以降、「Gプロ」※への積極的な参画により、
漁業経営改善支援資金の融資額が大幅に伸びており、平
成21年度は5隻の漁船建造に対して32億円を融資する
など、合計で75億円の融資を実行しました。
※「Gプロ」
　国は平成19年度から5年間の事業として、漁業者および地域が一体となって、漁
獲から製品・出荷に至る生産体制を改革して収益性の向上を図る「漁船漁業改革推
進集中プロジェクト（Gプロ）」を立ち上げています。公庫は漁船の建造・取得資金の
融資にとどまらず、漁船漁業の収益性向上に結びつく地域関係者の共同取組み（地
域プロジェクト）のメンバーとして参画するなど、積極的に関与しています。

食品産業分野
　食品の安全性を確保や、国産原材料の調達が天候や市況の影響を受けやすいといったリスクを抱える食品製造・流通分
野において、適切な資金提供を行っています。

  国産農林水産物の利用を支えています
　食品産業向け融資は、国産原材料を取扱う企業を対象
としており、国内の農林水産物の利用の増加につながっ
ています。平成21年度の融資実績に基づいて、これらの
融資による効果を試算したところ、今後5年間で国産原材
料の取引量が約9万㌧増加すると見込まれます。
　なかでも、中山間地域活性化資金、食品流通改善資金
（食品生産製造提携事業施設、食品生産販売提携事業施
設）は、国産農林水産物の取扱量増加を融資の要件とし
ており、「農食連携」の促進に寄与しています。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 農林水産事業
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【農産物取引量】
（万㌧）
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8.1
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漁業経営改善支援資金融資実績

国産農林水産物取引量増加実績
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多様な経営支援サービスを提供しています。
　お客さまのより身近なところで、お客さまのニーズ・課題にマッチした「経営改善アドバイス」、「ビジネスマッチング」、
「専門家の紹介」などさまざまな提案や情報提供を行っています。

経営相談サービス

  お客さまの身近なところでご相談をお受けしています
　各支店やお客さまコールセンターのほか、お客さまの
より身近なところとして、全国約110ヵ所に設置した定期
相談窓口で、ご相談をお受けしています。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 農林水産事業

  農・林・水産業経営アドバイザーによる経営支援を行っています
　「農業の特性を理解している税務、労務、マーケティン
グなどの専門家によるアドバイスが欲しい」といった多く
の農業経営者から寄せられる要望に応え、平成17年度に
農業経営アドバイザー制度を創設しました。これまで10

回の試験を開催し、沖縄県を除く46都道府県に合計745

名の農業経営アドバイザーが誕生しています。
　平成20年度に創設された林業および水産業経営アドバ
イザー制度でも、7名の林業経営アドバイザーと10名の
水産業経営アドバイザーが誕生しています。
　農林水産事業では、農業・林業・水産業の経営アドバイ
ザーを活用して、担い手の皆さまの経営発展を支援して
います。これには、公庫職員以外の税理士や中小企業診
断士などの経営アドバイザーと連携した総合的な経営支
援サービスの活動も含まれます。

農業経営アドバイザー合格者の内訳（平成22年3月末現在）

　業務協力金融機関........................................................217名
　税理士・中小企業診断士 ..............................................354名
　普及指導員ほか .............................................................. 81名
　公庫職員.......................................................................... 93名 

   外部ネットワークとの連携でより高度なサービス
を提供しています

　農業経営者が抱える販路開拓や財務改善、生産性向上
など多岐にわたる経営課題に的確に対応し、お客さまの
経営発展を支援するため、外部の専門機関（日本プロ農
業総合支援機構および日本貿易振興機構ほか13機関）
と連携し、経営支援サービスを提供しています。
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農業経営アドバイザー試験の結果
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ビジネスマッチング支援

  国産農産物の展示商談会　アグリフードEXPOを開催しています
　国内最大規模の国産農産物の展示商談会「アグリフー
ドEXPO」を東京（平成21年8月）、大阪（平成22年2月）
において開催しました。
　お客さまと国産原材料にこだわる食品産業（バイヤー）
との商談機会を設定し、お客さまの販路拡大、経営発展
の支援を行っています。

EXPO2009東京
（平成21.8.25~26）

EXPO2010大阪
（平成22.2.16~17）

出展者数 529先 301先
入場者数 12,676名 11,359名
商談件数 44,173件 17,824件

  インターネットでもマッチングを進めています
　お客さまの販路拡大を支援するため、インターネット上
で商談などの情報交換を行うことができるマッチングサイ
ト「アグリフードEXPOインターネットマッチング」をホー
ムページに立ち上げています。
　会員数は、平成22年4月末現在で、「売りたい」会員
1,058先、「買いたい」会員280先となっています。

新たな融資手法を利用した経営支援

  融資手続の迅速化に努めています
　担い手農業者向け融資に「農業版スコアリングモデル」を
活用した審査手法を導入し、一定の基準を満たす方について
は、行政手続に要する期間を除き、6営業日以内に融資の可
否について回答するようにしています。

　また、認定農業者向けのスーパー 資金では、500万円ま
での借入申込について、一定の基準を満たす方には6営業
日以内に無担保・無保証人による融資の可否を回答するよう
にしています。

  不動産担保や保証人に過度に依存しない融資への取組みを進めています
　平成20年度から進めています畜産農家の牛や豚といった
事業資産を担保にした農業ABL（動産担保融資）に関して、平
成21年度は肉用牛に加えて養豚、酪農分野へ拡充し、10道
県において、合計37件（融資額9億円）の融資を行いました。

　今後も、不動産担保や保証人に依存しない融資手法
として、農業分野におけるABLの普及に取り組み、畜産
農家の経営支援や民間金融機関での活用を図っていき 

ます。

事業再生支援
　平成21年度は、経営上の問題を抱え、事業の円滑な継
続に支障をきたしている農林漁業者や食品企業に対し、
経営実態を調査・分析したうえで、経営改善計画の作成、
償還条件の緩和、新規融資などの支援策を検討しました。
特に、再生可能性、関係機関の協力、支援の有効性・優先
性などの観点から50先（農業36先、林業2先、水産業3

先、食品企業9先）を重点候補に選定し、事業再生支援に
取り組みました。

　この結果、重点的に取り組んだ先のうち37先について
は経営改善計画が作成され、このうち5先について新規
融資を実行、19先について償還条件の緩和などの支援を
実施しました。経営改善計画作成中の先などについては
継続して支援を実施していきます。
　また、平成22年度においても、引き続き民間金融機関や
専門家などと連携して、農林漁業の構造改善と食料の安定
供給の確保に資する事業再生支援に取り組んでいきます。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 農林水産事業

〈イメージ画像〉
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リスク評価に関する情報提供や証券化支援業務を通じて、民間金融
機関が積極的に農林漁業分野に参入できるよう環境を整備していき
ます。

農林漁業分野における民間金融サポートの推進

  業務協力の締結
　平成16年4月の鹿児島銀行を皮切りに、民間金融機関と業
務協力に関する覚書を締結し、民間金融機関の農林漁業分野に
おける融資への参入を支援する取組みを行っています。

業務協力金融機関（平成22年3月末現在）

　農林中央金庫.......................................................................... 1
　信用農業協同組合連合会....................................................36
　信用漁業協同組合連合会...................................................... 1
　銀行........................................................................................83 
　信用金庫................................................................................92
　信用組合.................................................................................. 6 
　リース会社など .....................................................................11
　（合計） ................................................................................ 230

  A
ア ク リ ス

CRIS（農業信用リスク情報サービス）の提供
　ACRISは、民間金融機関が積極的に農業融資に参入できる
環境を整備するため、農林水産事業が開発した農業版スコアリ
ングモデルです。
　平成20年10月から、会員有料サービスとしてACRISの提
供をスタートしています。
　当事業では、ACRISを農業金融活性化のツールとして位置
づけ、ご利用いただいている会員の皆さまと業務の連携を進
めています。
　これにより、農業者の資金ニーズに対し的確な対応が可能と
なっています。

  証券化支援業務
　農林水産事業は、民間金融機関による農業分野での融資推
進のため、信用補完への枠組（証券化支援業務）を構築し、提
供しています（平成20年10月業務開始）。この枠組を活用す
ることにより、民間金融機関は、融資額の80%または5千万
円を上限として信用リスクを日本公庫に移転することが可能と
なっています。
　平成21年度末時点で、全国38の金融機関が当事業と基本
契約を締結しています。
　このうち20の金融機関で、証券化支援業務による信用補完
を組み込んだ農業者向け融資商品を開発しています。
　平成21年度の民間金融機関が行う農業者向け融資の証券
化支援業務に係る引受実績は、3億円でした。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 農林水産事業

基本契約を締結した金融機関数  （平成22年3月末現在）

地方銀行 信用金庫 信用組合 総計
北海道 1 6 － 7

東北 5 1 － 6

関東 1 － 1 2

中部 3 3 2 8

近畿 1 － － 1

四国 4 － － 4

九州 5 5 － 10

総計 20 15 3 38

（うち新商品開発） (13) (6) (1) (20)

業務協力シンポジウム

ACRIS利用による帳票イメージ
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　中小企業事業は、融資、信用保険などの多様な機能により、日本経済の活力の源泉であり、地域経済を支える中小企業
の皆さまの成長発展を金融面から支援しています。

融資業務
　中小企業の皆さまの事業の振興に必要な長期資金であって、民間金融機関が供給することが難しい資金を安定的に供
給しています。
　● 中小企業者に対する貸付 ● 中小企業投資育成株式会社及び設備貸与機関に対する貸付
　● 中小企業者が発行する社債（新株予約権付）の取得 ● 中小企業者に対する貸付債権・社債の証券化（証券化・自己型）

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 中小企業事業

中小企業事業

業務の概要
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3兆2,095億円

0
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（億円）

63年度
（20年前）

平成53年度
（30年前）

平成10年度
（10年前）

19年度 20年度 21年度

（注）融資には、社債を含みます。総融資実績から設備貸与機関貸付
および投資育成会社貸付を除いたものの内訳です。

環境・エネルギー対策
276億円
(0.9%)

セーフティネット
2兆8,186億円
(87.8%)

その他 9億円(0.0%)

企業再生
611億円
(1.9%)

新企業育成
884億円
(2.8%)

企業活力強化
2,126億円
(6.6%)

（億円）

平成元年度
（20年前）

昭和54年度
（30年前）

11年度
（10年前）

19年度 20年度 21年度

融資実績の推移 融資実績の内訳
（平成21年度）

信用保険業務
　中小企業の皆さまの円滑な資金の調達を支援するため、信用保証協会が行う中小企業の皆さまの借入などに係る債務
の保証についての保険の引受けなどを行っています。
　●  信用保証協会が行う中小企業の借入などに係る債務
の保証についての保険

　● 信用保証協会に対する貸付

　● 破綻金融機関等関連特別保険等業務
　● 機械保険経過業務（※）

（※） 機械類信用保険は、平成15年3月31日までに保険関係が成立していたもの
を除き、現在は既に成立している保険関係に係る保険金の支払、回収金の収
納等の業務（機械保険経過業務）を行っています。

証券化支援業務
　中小企業の皆さまへの無担保資金の供給の円滑化を図るため、民間金融機関などによる証券化手法を活用した取組み
を支援しています。証券化支援の手法には、「買取型」、「保証型」、「売掛金債権証券化等」があります。

直接貸付 8,950 18,983 15,905 9,474 13,798 32,089（億円）

代理貸付 7,827 6,145 1,034 32 16 6（億円）

設備貸与・
投育貸付 149 269 204 30 25 12（億円）

（注） 平成11年度以降の直接貸付には取得した社債の引受額を含みます。
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業務の特徴

中小企業事業の支援先
　わが国では、全企業の99%を中小企業が占めており、
その存在は経済活力の源泉であるとともに、地域経済を
支える大きなものとなっています。また、一口に中小企業
と言っても、そこには多くの従業員を雇用し地域の経済を
支えている企業、創業百年を超えるような老舗企業、家族

で経営する個人商店など、その規模・態様は実に様々です。
　中小企業事業では、これら多様な中小企業の皆さまに
対して、融資・証券化・信用保険といった金融手法を活用し
ながら、それぞれの企業に見合った形での幅広い支援を
行っています。

中小企業事業における政策金融の担う役割・支援する分野
　わが国の政策金融は、新事業育成、経営革新、事業再
生、海外展開など、リスクが高く民間金融機関が取り組み
にくい分野に対して、国の重要な政策に基づいた金融支
援を行っています。また、景気低迷の影響により融資姿勢
の変動を余儀なくされる民間金融機関の貸出を量的にも
補完しています。
　中小企業事業は、これらの政策に基づき、中小企業専
門の政策金融機関として民間金融機関を補完しながら、
金融を通じて中小企業の皆さまの成長発展をサポートす
るとともに、セーフティネットの機能も果たしています。

製造業
48.7%

物品販売業
16.6%

サービス業
10.6%

その他
10.0%

運輸・情報通信業
8.8%

建設業
5.3%

その他
0.4%

不動産業
4.1%

製造業
24.9%

物品販売業
30.6%

サービス業
12.9%

建設業
22.4%

運送・倉庫業
4.7%

業種別融資残高構成比（融資業務）
（平成21年度末）

業種別保険引受残高構成比（信用保険業務）
（平成21年度末）

  中小企業事業の支援先の特徴

融資業務
■  利用先数 ･････････････････････････････････4.6万社
　21年度融資分の平均像
　　1企業あたりの平均融資金額･･･････････ 140百万円
　　平均融資期間･････････････････････････ 7年0ヶ月
　　平均資本金･･･････････････････････････ 51百万円
　　平均従業員数･････････････････････････････ 74人
■  融資残高の約60%が従業員20人以上、約90%が資本
金1，000万円以上の先

■  製造業を中心（21年度末融資残高の約50%）に幅広い
業種をカバー

信用保険業務
■  利用先数 ･･････････････････････････････ 159万社（注）

　21年度保険引受分の平均像
　　1企業あたりの平均保険引受額･･･････････21百万円
　　平均保険期間･･････････････････････････5年8ヶ月
　　平均従業員数･･･････････････････････････････ 8人

■  保険引受残高の約70%が従業員20人以下、約65%が
資本金1，000万円以下の先

■  幅広く業種をカバー
（注）信用保証制度の利用企業数

（注）実績は、平成22年3月31日現在のものです。

様々な分野で中小企業の
成長発展をサポート

経営革新・
イノベーション

地域活性化

環境・
エネルギー対策

国際化・
海外展開事業再生

災害対策

ベンチャー・
新事業育成

セーフティネット
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  事業資金を安定供給。
　中小企業事業の融資の伸びは、金融引き締め期や民間
金融機関がリスクをとりにくい時期（バブル崩壊後の金融
調整期や貸し渋り発生期）には高く、逆に金融緩和期には
低下しています。

　中小企業事業は、景気などの影響から融資姿勢の変動
を余儀なくされる民間金融機関の活動を補完するという
見地から、中小企業の皆さまに事業資金を安定的に供給
しています。

（前年比、％）

▲20

▲10
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日本公庫中小企業事業（旧中小公庫）

は金融引締め期

中小企業
定義変更

昭和53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21（年度・四半期）平成元

金融システム不安

BIS規制

リーマン・ショック

金融引き締め期には民間が後退
（日本公庫中小企業事業の資金供給が増加）

国内銀行

中小企業向け貸出残高伸び率（対前年同期比）

（注） 1.  国内銀行は中小企業向けの
事業資金貸出残高で、銀行
勘定のみ。また、平成5年
度以降は当座貸越を含む
ベースで算出しています。 
平成2年以降は第二地銀（旧
相互銀行）を含みます。

 2.  国内銀行については、平成8
年9月以前は全国銀行ベース
で算出しています。

 3.  平成12年4月に中小企業の定
義が変更されたため、平成12
年6月～平成13年3月の国内
銀行の伸び率は、新基準と旧
基準の比率等をもとに日本公
庫において試算しています。

（資料）日本銀行「金融経済統計月報」

融資業務

長期資金の安定供給により民間金融を質と量で補完しています。
  長期資金を専門に取り扱っています。
　中小企業が円滑に成長発展していくには、適時的確な
設備投資の実施と継続的な財務体質の強化が必要であ
り、このため長期資金の安定的な調達が不可欠です。
　しかし、中小企業は、資本市場からの資金調達が困難で
あるなど、一般的に大企業と比較して資金調達の手段が
限られています。また、民間金融機関の貸出も融資期間1

年以内の短期資金が中心であり、中小企業に対する長期
資金の供給は十分ではありません。

　中小企業事業では、民間金融機関が融資しがたい長期
資金を専門に取り扱っており、融資の約6割が期間5年超
の長期資金で、すべて償還計画が立てやすい固定金利と
なっています。
　中小企業事業は、民間金融機関の対応が困難な部分を
補完し、わが国経済にとって重要な役割を担う中小企業の
皆さまの長期資金ニーズに応えています。

その他
5年超
59.3%

（資料）日本公庫「全国中小企業動向調査（中小企業編）」（平成21年度）（注）すべて固定金利

5年以下
40.7%

5年超
（固定金利）

27.2%

（平成21年度）

融資期間別貸出状況（金額構成比） 〔参考〕民間金融機関の長期貸出の内訳（社数比）
（平成21年度）
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日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 中小企業事業

政策性の高い特別貸付の推進に取り組んでいます。

  公庫資金をご利用された方々が多くの分野でご活躍されています。
　これまで中小企業事業との取引を経て、株式の公開を果たした企業は、株式公開企業の約6分の1にあたる597社（注）となってお
ります。多くの方々がわが国を代表される企業として活躍されています。
　特に、平成元年以降については、中小企業事業との取引を経て株式を公開した企業は405社（注）と大幅に増加しており、同じ時期
の株式公開企業の増加数である1,526社（注）のうちの約4分の1を占めるに至っています。
（注）社数は平成22年3月31日現在のものです。

中小企業事業と取引歴あり　597社 （17.0％）
昭和63年以前

192社
平成元年以降

405社
3,512社中
合計597社 合計597社

中小企業事業と取引歴を有する株式公開企業 中小企業事業と取引歴を有する企業の株式公開時期別推移

　中小企業事業は、中小企業の皆さまの円滑な資金繰りを支援する
ため、セーフティネット機能を機動的に発揮しております。
　特にリーマン・ショックを契機とした世界的な金融危機、経済危機の
中、政府の強力な経済対策に基づき、セーフティネット貸付の利率の
引下げや貸付限度額の拡充などを行い、不況に苦しむ中小企業の皆
さまを全力で支援しております。

　ベンチャー企業など高い成長性が見込まれる新事業を支援すること
は重要な政策課題となっています。
　中小企業事業は、新事業に取り組む中小企業の皆さまに「新事業育
成資金」を通じ、新たな事業を行うために必要な事業資金を提供して
おります。

　独自の技術やノウハウを保有する中小企業の新たな事業活動を促
進するという重要な政策に対して、中小企業事業は、異分野との連携
（新連携）、地域産業資源の活用、農林漁業者との連携（農商工連携）
などを支援する「新事業活動促進資金」に積極的に取り組んでいます。

　中小企業事業は、事業の再生、経営再建や事業承継に取り組む中
小企業の皆さまを「企業再生貸付」により積極的に支援しています。
　特に財務体質を抜本的に強化する必要のある方に対しては、民
間金融機関と連携して、「挑戦支援資本強化特例制度」（資本性劣
後ローン）を適用し、支援しています。

セーフティネット

平成21年度のセーフティネット貸付の融資実績
2.8兆円

（20年度実績　0.9兆円）

平成21年度の新事業育成資金の融資実績
538社、182億円

（現行制度の累計実績　4,006社、1,814億円）

平成21年度の新事業活動促進資金の融資実績
新連携 .............................70社、13億円
地域資源活用支援 .........58社、4億円
農商工連携支援 .............30社、6億円

新事業

新連携・地域資源活用・農商工連携

企業再建・事業承継支援

民間金融機関

支援先企業

公的再生支援機関

日本公庫
中小企業事業

・事業再生をサポート
・関係機関との調整

財務体質を強化・
事業再生を加速

「資本性劣後ローン」（※）
（財務体質強化支援）

協調融資
（公庫と連携）

民間金融機関と協調した企業再生融資（資本性劣後ローン型）のスキーム（イメージ）

（※） 金融機関の債務者区分判定において、自己資本とみなすことができる
資本性資金を供給することを通じ、民間金融機関からの資金調達の呼
び水となることが期待されます

平成21年度の企業再生貸付の融資実績
695社、611億円

平成21年度の資本性劣後ローンの融資実績
204社、206億円

（注） 日本公庫中小企業事業調べ。株式公開企業数は、平成22年3月31日現在。農林・水産、金融・保険および外国企業を除きます。
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信用保険業務

信用保証制度と一体となり、中小企業の皆さまの事業資金の円滑な
調達を支えています。

  信用保険制度の役割
　中小企業事業は、担保力や信用力の乏しい中小企業の
皆さまが金融機関からの借入または社債の発行などによ
り事業資金調達を行う際に、信用保証協会が行う債務の
保証（信用保証）について保険を行っています。中小企業
信用保険制度は、中小企業の振興を図ることを目的とし
て、中小企業信用保険法（昭和25年法律第264号）など

に基づき、中小企業の皆さまの借入などの保証について
保険を行う制度です。この信用保険制度と信用保証制度
が一体となって機能することにより、中小企業の皆さまに
対する事業資金の供給の円滑化が図られています。この
ような仕組みは「中小企業信用補完制度」と呼ばれてお
り、国の中小企業金融政策の重要な一翼を担っています。

  中小企業の約4割が信用補完制度を利用
　平成22年3月末現在、信用保証協会が保証している融
資など（保証債務残高）は約35兆円で、中小企業向け貸
出しの約14％が信用保証制度の利用によるものとなって
います。
　信用保証制度は約159万の中小企業の皆さまに利用さ

れており、中小企業の約38％が信用保証制度を利用して
資金調達を行っていることになります。
　信用保険制度は、このような保証について保険を行うこ
とで中小企業の皆さまの円滑な資金調達を支えることに
より、経営の安定と事業の成長発展に貢献しています。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 中小企業事業

[信用保証制度 ] [信用保険制度 ]

信
用
保
証
協
会

（52協会）

日
本
公
庫
中
小
企
業
事
業

信用保証

代位弁済

回収

包括保険

保険金支払

回収
中小企業の皆さま

金融機関

融資

※信用保証協会
　 信用保証協会法に基づく特殊法人。全国に52協会あり、中小企業者の金融機関からの借入などによる債務について保証を行っており、中小企業者の債務不履行に対し代位
弁済を行い、以後中小企業者から回収を行います。政府および地方公共団体の監督を受けており、地方公共団体からの出捐金と金融機関からの負担金を受け入れています。

中小企業信用補完制度概略図
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21年度20年度19年度18年度平成17年度

（兆円）

35.8

保証利用率
約38％ 保証利用企業数 159万社

中小企業数 420万社

全国52信用保証協会の保証債務残高の推移と保証利用率

※ 保証利用率：保証利用企業数を
中小企業数で除したものです。

平成21年度 保証利用率
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  信用補完制度は国の経済政策において重要な施策として活用
　平成20年10月31日から、｢安心実現のための緊急総
合対策（8月29日閣議決定）｣において決定された｢緊急
保証｣（平成22年2月15日から、「明日の安心と成長のた
めの緊急経済対策（平成21年12月8日閣議決定）」により
「景気対応緊急保証」に変更）が実施されています。
　本制度の目的は、国際的な金融不安、経済収縮による
悪影響により資金繰りに支障をきたしている中小企業の
皆さまに対して、事業資金の円滑な供給を行うことにより

事業発展に繋げていただくことにあります。
　平成22年7月末現在、本制度の対象業種は一部例外
業種を除く原則全業種となっており、中小企業の皆さまの
ご利用が可能な制度となっています。
　日本公庫は、信用保証協会が行う景気対応緊急保証を
含めた信用保証について保険を引き受け、信用保証制度
をバックアップしています。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 中小企業事業

証券化支援業務

  証券化手法を活用し、民間金融機関などによる無担保資金の円滑な供給を支援
　中小企業金融の円滑化を図るという観点から、中小企業
向け貸付債権などの証券化は注目されています。
　中小企業事業は、信用リスク、審査、証券化事務などを
適切に負担し、民間金融機関等が利用しやすい証券化手法

を提供することで、中小企業の皆さまへの無担保資金の円
滑な供給および資金調達手段の多様化を図るとともに、証
券化市場の育成・発展にも貢献し、政策金融機関として先
導的な役割を積極的に果たしていきます。

買　取　型
民間金融機関等の中小企業向け無担保債権等
を譲り受け、またはCDS契約を活用し証券化す
る業務

保　証　型
民間金融機関等が自ら証券化する中小企業向
け無担保債権等の部分保証や証券化商品の保
証や一部買取りを行う業務

売掛金債権証券化等
民間金融機関等による特別目的会社への貸付債権に
対しての保証の提供および特別目的会社への貸付を
行い、中小企業の皆さま（納入企業）が保有する売掛
金債権の証券化等を支援する業務（注）日本公庫自らが貸し付けた貸付債権または取得した社債を証券化する業務（自己型）にも取り組んでいます。

証券化支援の手法
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3

4

5

6

7

8

平成20年10月31日緊急保証創設
（平成22年2月15日より景気対応緊急保証に変更）

（兆円）

3.73.8

3.0

3.8

3.0 2.9
2.5

3.0

6.0

6.9

4.1 4.3

1/四 2/四 3/四

平成19年度

4/四 1/四 2/四 3/四

20年度

4/四 1/四 2/四 3/四

21年度

4/四

保険引受実績の推移

　中小企業事業では、平成21年4月より、全国4ヶ所（東京、仙台、大阪、福岡）に「保険業務推進室」を設置し、各地
の信用保証協会、経済産業局などへの情報提供や意見交換を行うことにより、関係機関との緊密な関係を構築しつつ、
健全な制度運営の推進を図っています。

全国4ヶ所に「保険業務推進室」を設置し、信用保証協会など関係機関との連携を強化
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　国際協力銀行は、「日本にとって重要な資源の海外における開発および取得の促進」、「日本の産業の国際競争力の維持
および向上」、「地球温暖化の防止等の地球環境の保全を目的とする海外における事業の促進」、「国際金融秩序の混乱へ
の対処」の4つの分野において、日本および国際経済社会の発展ならびに国民生活の向上に貢献します。

  輸出金融
　日本企業による海外への設備の輸出ならびに技術の提供に
必要な資金を融資します。

  輸入金融
　石油、LNG、鉄鉱石など、日本への重要物資の輸入に必要な
資金を融資します。また、資源関係以外では、航空機輸入など、
真に必要なものについては、保証制度により対応します。

  投資金融
　日本企業が、海外において現地生産や資源開発などの事業
を行う際の資金を融資します。

  事業開発等金融
　日本の貿易、投資など、海外経済活動のための事業環境整
備を図るとともに、外国政府、外国政府機関などが実施する事
業に必要な資金を融資します。

  ブリッジローン
　国際収支上の困難を抱えた開発途上国政府の外貨資金繰り
を手当てするために必要な短期融資です。

  出資
　海外において事業を行う日系合弁企業や日本企業が参加す
るファンドなどに対する出資です。

  調査業務
　国際協力銀行が行う業務に関連して必要な調査を行います。

出融資・保証承諾額
　平成21年度承諾額は、世界的な金融危機への対応などを背景に、前年度比24.9%増の3兆3,651億円となりました。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 国際協力銀行（ JBIC）

国際協力銀行（ JBIC）

業務の概要

0 20 40 60 80 100

アジア 　　大洋州　　ヨーロッパ　　中東　　アフリカ　　米州　　その他

603
（98%）

8,510
（25%）

1,754
（5%）

1,026
（3%）

5,183
（15%）

10,075
（30%）

257
（1%）

6,842
（20%）

10
（2%）

4,028
（74%）

333
（6%）

685
（13%）

311
（6%）

74
（1%）

3,564
（40%）

2,335
（26%）

1,824
（21%）

1,014
（11%）

142
（2%）

1,740
（14%）

3,214
（27%）

5,237
（43%）

674
（6%）

1,183
（10%）

保証 5
（0%）

21,937
（65%）

3,443
（10%）

7,079
（21%）

978
（3%）

輸入 82
（0%）

出資 130
（0%）

昭和30年度
（1955年度）

（億円）

(%）

昭和45年度
（1970年度）

昭和60年度
（1985年度）

平成12年度
（2000年度）

平成21年度
（2009年度）

平成21年度
（2009年度）

輸出　　輸入　　投資　　事業開発等金融　　政府ベース借款　　保証

613

（億円）

33,651

5,430

8,884

12,047

33,651

出融資・保証実績の推移（承諾額）

地域別出融資・保証実績（承諾額）
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日本にとって重要な資源の海外における開発および取得の促進
　石油、天然ガスをはじめとするエネルギー資源や、半導
体などハイテク製品の製造に欠かすことのできないレア
メタル（ニッケル、コバルトなどの希少金属）などの金属
資源の需要は増加の一途をたどっており、世界各国は、資

源の長期安定的な確保に向けて戦略を強化しています。
国際協力銀行は、日本経済の健全な発展のために不可欠
な資源の安定的確保を目的に支援を行っています。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 国際協力銀行（ JBIC）

業務の特徴

天然ガス 55%

5,311億円

石油 21%

エネルギー資源
4,261億円 80%

その他の資源
1,049億円 20%

石炭 2%

ウラン 3%

銅・鉄鉱石
20%  

木材・木材チップ・パルプ 0%

エネルギー・鉱物資源の長期安定的確保に対する支援（承諾額）
（平成21年度）

● パプアニューギニア・LNG事業
● ベトナム・石炭輸入事業
● チリ・銅鉱山開発事業、他

チリ・エスペランサ銅鉱山開発プロジェクト
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輸出
3%

投資
65%

事業開発等金融
10%

出資
0%

3兆3,651億円

978億円 1兆6,708億円

輸入
0%

電気機械
32%

製造業
19%

商業
1%

運輸業・
郵便業

1%

その他の産業機械
39%

その他
12%

船舶
11%

繊維機械
3%

通信機械
3%

その他
62%

サービス業
6%

電気・ガス・
熱供給・水道業

11%

保証
21%

情報通信業
0%

日本の産業の国際競争力の維持および向上
　経済のグローバル化に伴い、国際的な競争が激しくなっ
てきています。国際協力銀行は、日本企業による開発途
上国向けのプラント輸出などに対する輸出金融を活用し
た支援や、日本企業の海外における生産・販売などの事業

展開に対する海外投資金融を活用した支援など、さまざ
まな金融手法を活用することにより、日本の産業の国際
競争力の維持および向上に貢献しています。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 国際協力銀行（ JBIC）

日本の船舶・プラント輸出などに対する支援（承諾額） 日本企業の海外投資に対する支援（承諾額）
（平成21年度） （平成21年度）

金融目的別承諾状況（承諾額）
（平成21年度）

（1） 日本企業による民活インフラ事業 
　● インドネシア・発電事業
　● アラブ首長国連邦・発電淡水化事業

（2）  日本企業の海外ビジネス展開に必要なインフラ整備事業 
　● インド・デリー・ムンバイ産業大動脈（ＤＭＩＣ）構想
　● 新興国のインフラ整備のためのファンド向け出資

インド・デリー・ムンバイ産業大動脈（DMIC）構想　
調印式の様子
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国際金融秩序の混乱への対処
　国際金融秩序の混乱は、日本を含む世界経済や企業活
動に深刻な影響を及ぼします。国際協力銀行は、これまで
蓄積したノウハウを活用し、国際金融秩序の混乱に対処し
ています。

　平成21年度は、国際的な金融秩序混乱への対処の一
環として、計92件、2兆552億円の出融資・保証承諾を行
いました。

（1）   日本企業の貿易・投資活動支援（海外事業支援緊急業務）

　国際金融秩序の混乱に対処し、日本企業の国際競争力の維持を目的として、国際協力銀行業務の特例として設けら
れた3つの業務（①途上国向け輸出のためのサプライヤーズクレジット（国内輸出企業向け貸付）、②国内大企業を通
じた途上国事業に対する貸付、③日本企業が行う先進国事業への貸付・保証）について、平成21年度には、途上国向け
29件、578億円、先進国向け43件、7,581億円を融資・保証承諾しました。
　加えて、海外事業の資金調達の困難に直面している日本企業（特に中堅・中小企業、中規模企業、準大手企業）の現
地法人を支援するため、日本の民間金融機関向けツーステップ・ローン8件、6,667億円を実施しており、上記を含めた
海外事業支援緊急業務の全体では、計80件、1兆4,826億円の承諾となりました。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 国際協力銀行（ JBIC）

（2）  国際的な金融システムの安定化支援

＜途上国の貿易金融支援＞
　平成21年2月および4月に政府が表明した貿易金融支援策（2年間で15億ドルの融資を通じた、総額60億ドル規模
の貿易支援）に基づき、インドネシアおよびマレーシアの輸出入銀行、南アフリカのスタンダードバンクやアンデス開発
公社など、途上国の金融機関との間で合計6件、約7.6億ドルの貸付契約を調印し、金融危機の影響を受けた貿易取
引の円滑化に努めました。

＜サムライ債保証による途上国の資金調達支援＞
　平成21年5月に政府が発表した、アジア諸国を対象とする「サムライ債発行支援ファシリティ」（通称：MASF、最大
5,000億円規模）に基づき、インドネシアやフィリピンが発行する円建て外債（サムライ債）に対して国際協力銀行が保
証枠を設定しました。この他、コロンビアやメキシコといった中南米諸国向けにもサムライ債発行の保証枠を設定して
おり、アジア向けを含めて計4件、3,300億円の保証承諾を通じ、昨今の市場混乱後のマーケットアクセス回復に向け
た途上国の自助努力を支援しました。

フィリピン・サムライ債　調印式の様子
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「プロジェクトファイナンス」 「ストラクチャードファイナンス」
　プロジェクトファイナンスとは、あるプロジェクトに対す
る融資の返済原資を、そのプロジェクトが生み出すキャッ
シュフローに限定し、その担保を当該プロジェクトの資産
などに限定する融資です。近年、開発途上地域において
も、IPP（※）など公益性の高い事業（電力、通信、運輸、水
道など）に対し、政府部門の対外借入を増加させることが
難しい事情などを背景に、プロジェクトファイナンスの手
法が活用されることが増えています。
　また、資源や製品の輸出代金などの収入を担保に融資
を行うストラクチャードファイナンスによる対応も、同様の
背景から増加しています。
　国際協力銀行はこうした手法を活用して、カントリーリ
スクを含む各種リスクを管理・軽減しながら、案件の形成
に主体的に取り組んでいます。
（※） 自前で発電設備を建設・運営し、電力を電力会社に販売する独立系発電事業者

（IPP: Independent Power Producer） 

中堅・中小企業を支援
　経済のグローバル化が進むなかで、中堅・中小企業に
とっても、海外事業展開の重要性が増しています。国際
協力銀行は、中堅・中小企業向けの海外直接投資などを
金融面から積極的に支援しています。また、主として中堅・
中小企業を対象に投資環境資料の刊行、各種講演会への
講師派遣など、海外事情、投資環境などの最新情報を提
供しています。さらに海外事業や国際協力銀行からの長
期資金の調達などに関する相談にもお答えしています。

　また平成21年度は、海外事業支援緊急業務の一環とし
て、海外で資金調達の困難に直面している日本企業の現
地法人を支援するため、日本の民間金融機関向けツース
テップ・ローンを実施しました。そのローンを活用して、中
小企業に対して360件（合計767百万ドル）および中堅企
業に対して218件（合計451百万ドル）のサブローンが供
与され、中堅・中小企業の海外における事業展開を支援し
ました。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 国際協力銀行（ JBIC）

ラーピグ石油精製・石化プロジェクト

「海外投資セミナー～上海万博を機に新たな段階を迎える中国での事業展開戦略と
課題を考える ～」の様子

投資環境資料
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気候変動問題・環境ビジネスへの取組み

  環境投資支援イニシアティブ
　平成21年3月に政府が表明した「環境投資支援イニシ
アティブ」（通称：LIFE Initiative、 2年間で総額50億ドル
規模）に基づき、民間資金も動員しつつ、日本企業などが
事業参画や輸出などを通じて実施する環境投資を積極的

に支援しました。平成21年度の実績は、インドの高効率
な火力発電設備製造事業への融資や、アジアを対象とし
た省エネ・環境関連事業投資ファンド出資など、民間資金
の動員分も含めた供与額は、計約54億ドルとなりました。

  金融面以外の取組み
　日本企業にとっての新たな環境ビジネス機会の創出支
援として、シンガポール水処理大手ハイフラックス社との
間で業務協力にかかる覚書を、北九州市との間で気候変
動対策・水インフラに関する相互協力についての覚書を、
また、セルビア外務省との間で日本企業の同国環境関連
事業参画などに向けた業務協力協定を締結するなど、内
外でのネットワークを一層強化しました。
　加えて、「中東・北アフリカ地域における太陽エネル
ギー発電セミナー」、国際エネルギー機関（IEA）などとの
共催による「気候変動と省エネ投資セミナー」など、環境
関連情報のタイムリーな発信に努めました。

　平成22年3月31日に「株式会社日本政策金融公庫法の一部を改正する法律」が公布・施行されたことを受け、国際
協力銀行の業務の範囲に、地球温暖化の防止等の地球環境の保全を目的とする海外における事業を促進することが追
加されました。これを受け、4月1日より地球環境保全業務（通称：GREEN）を開始しており、今後、日本の先進技術の
世界への普及にも留意しつつ、温室効果ガスの大幅な削減が見込まれる案件などに対して地球環境保全効果に着目し
た支援を行っていきます。

アフリカ向け金融支援の推進
　平成20年5月の第4回アフリカ開発会議（TICAD IV）
において、以降5年間で総額25億ドル規模のアフリカ向
け金融支援などが表明されたことを受け、出資・保証機能
などを活用し、日本企業のアフリカ進出案件を支援するこ 

とを目的とした、「JBICアフリカ投資ファシリティ（アフリカ 

投資倍増支援基金）」（通称：FAI）を平成21年4月に創設
しました。

　FAIのもと、アドバイザリー案件第1号として、ナイジェリ
ア政府への投資政策提言を国連貿易開発会議とともに実
施したほか、アフリカ諸国などの開発途上国現地通貨の通
貨・金利スワップなどのデリバティブを提供するファンドへ
の出資参画を実現しました。なお、TICAD IV以来のアフ
リカ向け金融支援実績は、総額約13億ドルとなりました。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 国際協力銀行（ JBIC）

日本公庫法改正による地球環境保全業務（GREEN）の追加

ハイフラックス社との調印式の様子



 42

日
本
政
策
金
融
公
庫
の
取
組
み

日
本
政
策
金
融
公
庫
の
概
要

業
務
の
概
要

業
務
運
営
の
仕
組
み

組
織・沿
革

資
料
編

危機対応円滑化業務の概要
　日本公庫は、主務大臣が認定する内外の金融秩序の混乱、大規模災害等の危機発生時において、主務大臣が指定する
指定金融機関に対して一定の信用の供与を実施しています。危機発生時においては、一般に事業者の信用リスクが上昇
するため、民間金融機関による資金供給が十分になされない事態が想定されます。このような事態に対処するため、公庫
は指定金融機関への信用供与を通じて、指定金融機関による事業者への円滑な資金供給を促進しています。

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 危機対応等円滑化業務

危機対応等円滑化業務

ツーステップ・ローン

貸付け

政
府

事
業
者

損害担保

非弁済額の一部補てん

資金の貸付け
政府保証
出資

利子補給金交付

利子補給

利子補給金の交付

貸付け等

CP買取り

貸付け等
  出資（※）

CP買取り

低利資金の貸付け等
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【これまでの危機対応業務の事案】

● 災害救助法関連の事案　● 特別相談窓口関連の事案　● 国際的な金融秩序の混乱関連の事案
● 改正産活法（平成21年4月30日施行）関連の事案（上図の（※））（実施期間は平成22年9月末まで）

  資金の貸付け（ツーステップ・ローン）
　日本公庫が、財政融資資金等を指定金融機関に対し融
資するものです。

  リスクの一部補完（損害担保取引）
　日本公庫は、指定金融機関から補償料を徴収したうえ
で、指定金融機関が行う貸付け等（出資（上図の（※））を
含む。）に損失が発生した場合において、一定割合の補て
んを行うものです。

  利子補給
　日本公庫による資金の貸付けやリスクの一部補完を受
けて指定金融機関が行った貸付け等について、日本公庫
が指定金融機関に対し利子補給金を支給するものです。
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危機対応円滑化業務の実績  （単位：億円）

平成20年度下期 平成21年度 累計

ツーステップ・ローン 14,301 38,693 52,994

 貸付け等 11,303 35,294 46,597

 CP取得 2,998 3,399 6,397

損害担保 3,452 18,119 21,571

 貸付け等 3,452 17,819 21,271

 CP取得 ― ― ―

 出資 ― 300 300

（注） 1.上表のツーステップ・ローンの実績は、公庫が平成22年3月末までに指定金融機関（株式会社日本政策投資銀行 ・株式会社商工組合中央金庫）へ貸付実行した貸付金額。
 2. 上表の損害担保のうち、 

　　　貸付け等の実績は、指定金融機関が平成22年3月末までに損害担保付き貸付け等を行ったもので、公庫が平成22年5月10日までに補償応諾した引受金額。 
　　　出資（改正産活法関連）の実績は、公庫が補償応諾して指定金融機関が平成22年3月末までに出資を履行した引受金額。

 3.利子補給の実績はない（平成22年3月末現在）。

特定事業促進円滑化業務の概要 (平成22年度から業務開始）
　 「エネルギー環境適合製品の開発及び製造を行う事業の促進に関する法律(通称、低炭素投資促進法）」（平成22年法
律第38号）（平成22年8月16日施行）に基づき、エネルギー環境適合製品（電気自動車、蓄電池、太陽光パネル等）の開
発・製造を行う認定事業者（※1）に対して指定金融機関（※2）が行う融資に必要な資金の貸付け（ツーステップ・ローン（※3））を
行うものです。
（※1）エネルギー環境適合製品の開発・製造に関する計画を作成し、主務大臣の認定を受けた事業者
（※2）主務大臣が金融機関からの申請により指定するもの
（※3）日本公庫が財政融資資金を指定金融機関に対し融資するもの

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 危機対応等円滑化業務
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専門性・独自性・先進性を追求 
中小企業研究で世界的にも高い水準を目指します。

総合研究所の機能と特色
　日本政策金融公庫総合研究所は、中小企業の最新の動
きや中小企業を取り巻く内外の経済金融情勢について研
究しています。経営者や家族だけで稼働する「自己雇用」
的な企業から株式上場を目前にしたハイテクベンチャー
企業まで、様々な中小企業を研究対象とする総合的な研

究機関は、世界的にみても貴重な存在です。アンケート 

調査やヒアリング調査など、多数の中小企業をお客さまに
もつ日本公庫ならではのフィールドワークを基礎に、専門
性・独自性・先進性に富む、より発展的な研究活動を展開
し、学術的に世界でも高い水準を目指します。

中小企業の景況等に関する調査

  全国中小企業動向調査
　従業者数が20人未満の「小企業」1万社を調査対象と
する小企業編と、おおむね20人以上の「中小企業」1万
3,000社を対象とする中小企業編から成り、四半期に一
度発表しています。個人経営の自営業者から従業者数
300人規模の企業まで中小企業全域をカバーする大規模
な景気観測調査です。

  全国小企業月次動向調査
　従業者数が20人未満の「小企業」1,500社を対象に毎
月実施しています。速報性の高い電話調査により、小企
業の足元の景況感をタイムリーにとらえます。

  中小企業景況調査
　比較的規模の大きな「中小企業」900社を対象とし、景
況感を毎月調査。三大都市圏の製造業にウエートを置く
調査対象が特徴です。1963年の調査開始から50年近い
歴史をもち、売上見通しDIは政府の景気動向指数の先行
系列にも採用されています。

  中小製造業設備投資動向調査
　従業員数20~299人の中小製造業3万社を対象に、年
2回、設備投資の計画や実績を調査。中小企業を対象と
する設備投資動向調査としては、わが国で最も規模が大
きく詳細なものです。
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総合研究所

　

日本政策金融公庫
総合研究所

研究成果の対外発信

パブリシティ

パブリシティ
政策提言

研究交流

パブリシティ

研究交流

○ アンケート
○ ヒアリング
○ 文献サーベイ
○ 統計分析

○ データ解析
○ 事例研究
○ 共同研究
○ 委託研究

○ 国際比較研究

調　査

研　究

政府・自治体

研究機関
○ 学会
○ 大学
○ シンクタンク

海外
○ 政策機関
○ 研究機関
○ 金融機関

中小企業を取り巻く
地域社会のみなさま

中小企業
～日本公庫のお客さま～

関係機関
○ 中小企業団体
○ 生活衛生団体
○ 中小企業支援機関

多くの中小企業をお客さまとする日本公庫ならではの独
自性ある調査。官庁統計や他機関の調査ではとらえきれ
ない中小企業の実態を明らかにします。

多多多多くくくくのののの中中中中小小小小企企企企業業業業ををををおおおお客客客客ささささままままととととすすすするるるる日日日日本本本本公公公公庫庫庫庫ななななららららででででははははのののの独独独独
自自自性性性あああるるる調調調査査査。。官官官庁庁庁統統統計計計ややや他他他機機機関関関ののの調調調査査査ででではははとととらららえええきききれれれ
なななないいいい中中中中小小小小企企企企業業業業のののの実実実実態態態態をををを明明明明ららららかかかかににににししししまままますすすす。。。
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中小企業の現状と課題に関するテーマ別研究
　中小企業が直面する課題、中小企業を中心とする産業
や地域経済の動向などタイムリーなテーマを選んで調査
を実施、調査結果をベースに発展的な研究を行います。
研究成果は論文やレポートにまとめ、定期刊行物、書籍な

どの出版物、学会や各種研究プロジェクト、シンポジウム
などを通じて発信します。
※ 論文・レポート・調査結果などの多くは日本公庫ホーム
ページ上でご覧になれます。

  小企業の構造問題に関する研究
　新規開業、事業承継、雇用、資金調達、地域経済社会と
のかかわりなど、小企業が構造的に抱える課題について
調査研究を行います。
－主な調査（2009年度実施）－
○ 新規開業実態調査（2009年度定例調査・特別調査）
○ 新規開業企業を対象とするパネル調査
○ 中小企業の事業承継に関する実態調査
○ 小企業の環境問題への対応に関する実態調査
－主な研究論文・レポート（2009年度発表）－
◇より積極的な支援態勢が求められる中小企業の再生
◇小企業における地域貢献活動の実態
◇小企業における産学連携の実態
◇地域振興の視点からビジネスプランコンテストを考える
◇大学から地域へ～連携継続の視点から～
◇新規開業企業のパフォーマンスと従業員
◇経営経験者の開業～存廃分析を中心に～
◇中小企業の事業承継

  小企業の経営問題に関する研究
　ヒト、モノ、カネなど経営資源が限られるハンディを克服
し経営を革新する小企業の事例を収集。研究成果を事例
集として毎年出版します。
－2009年度調査－
○ 身近に埋もれた資源を活用する企業事例調査
－2009年度出版－
◇ 中小企業 進化論
　~環境激変下を生き抜いた16社の軌跡をたどる~

  内外の産業動向に関する研究
　技術の革新や生産システムの変化など、中小企業を中
心に起きている最新の動きを産業政策の視点からとらえ
ます。
－主な調査（2009年度実施）－
○ 「中小企業の海外展開とマーケティングの実態
　～アジア新興国市場を中心として～」に係る調査
○「バイオ産業における中小企業の役割と期待」に係る調査
○「環境技術の進展を支える中小企業の役割と課題」に係る調査
○「中小企業が担うIT（情報技術）の革新と新たな事業展開」
　に係る調査
－主な研究論文・レポート（2009年度発表）－
◇主力販売先との取引様式の変化と生産技術の構築
　～中小金属プレス業者におけるケーススタディ～
◇最近の農商工連携にみる新たな動向
◇中小部品製造業者における戦略的な技術構築
　～中小金属プレス業者のケーススタディ～
◇異業種・異分野人材が導く地域産業のイノベーション
　～革新におけるストレンジャーの役割～

  地域経済動向に関する研究
　地域活性化に果たす役割など地域経済振興の今日的な
視点から中小企業の動きを追います。
－主な研究論文・レポート（2009年度発表）－
◇「地域資源を活かした新たな事業展開」を支える諸条件
　～地域資源活用に取り組む中小企業の実例に基づく検討～
◇地域産業振興に果たす多様な組織形態の役割

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 総合研究所

昨年に引き続き、日本公庫として2回目となるシンポジウムを開催します。
日ごろの研究成果をベースに総研スタッフが外部のパネリストとディスカッション。学識経験者、中小企業研究者、中小
企業経営者、報道関係者など多くの方々に参加をお願いしています。　
2010年11月開催　　~詳しくは公庫ホームページやリーフレットでご案内予定

日本政策金融公庫シンポジウムの開催
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総合研究所の刊行物

日本政策金融公庫 2010 ＞ 業務の概要 ＞ 総合研究所

定期刊行物

書籍出版物

日本政策金融公庫論集
季刊（2月、5月、8月、11月の各25日発行）
　総合研究所スタッフによる学術レベルの研究論文を掲載
　外部論文も掲載し、中小企業研究者に研究発表の機会を提供します。
－第7号（2010年5月）の主要掲載論文－
開業後の借入状況
大学と地域の連携～継続の効果と課題～
地域産業振興に果たす多様な組織形態の役割
～各組織形態の特性を活かした地域産業振興事例に基づく検討～

日本公庫総研レポート
随時発行
　中小企業の現状と課題に関する
最新の研究成果をとりまとめ、タイ
ムリーに発信する各号完結の研究
報告書です。

調査月報
毎月5日発行
　総合研究所の研究成果を企業経
営者や中小企業支援機関関係者な
ど研究者以外の方々にもわかりやす
くお伝えするための研究雑誌です。

『環境問題と小企業の経営』
　「小企業の環境問題への対応に
関する実態調査」の結果を様々な角
度から研究した成果です。環境問題
への対応を迫られる小企業の実態
を明らかにした、注目の一冊です。

統計集 
『小企業の経営指標』
　日本公庫のデータベースから小
企業の収益性、生産性、安全性に
関する様々な指標値を算出した統
計書です。建設業・製造業編と商業・
サービス業編を隔年で刊行してい
ます。

『新規開業白書』
　「新規開業実態調査」の結果を
ベースに、最新のテーマで新規開業
の動向を分析。1992年から毎年出
版している、わが国の新規開業研究
に欠かせない文献です。

企業事例集 
『新経営資源論』
～「もったいない」で変わる
 中小企業経営～
　中小企業経営に関する事例研究
の成果です。中小企業が身近に埋も
れている経営資源を見出し、活用し
ていくためのプロセスを紹介します。




